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株式会社ヒューマン・リソーセス総合研究所の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

平成16年12月27日開催の当社取締役会におきまして、当社は株式会社ヒューマン・リソーセス総合

研究所（以下HR総研）を株式の取得により子会社とする決議をいたしました。また、HR総研も同日開

催の取締役会において株式譲渡に関して了承し、両社合意のもと、本件に関し下記の通りお知らせい

たします。 

 

記 

１．株式の取得の理由 

当社グループは、全国 309ヶ所の拠点網、約 100万人のスタッフ動員力と強い営業力をもつ、総合

人材アウトソーシング企業であります。全ての人材の要望に対し応えていく「ワンストップ・トータ

ル・ソリューション」を標榜し、更なる人材サービス事業の充実化と経営体質の一層の強化を図るべ

く、業容の拡大を目指しております。 

一方、HR総研は、人材派遣業、再就職支援業、人材紹介業と、金融・証券系企業や官公庁等の優良

顧客との取引を中心に、複合的な人材サービスを提供しております。 

株式の取得により、HR総研を当社の子会社とすることといたしましたのは、主に下記の３つの目的

があります。 

① HR総研の人材派遣業、再就職支援業、人材紹介業を加えることで、当社グループの事業を強化

し、顧客企業に対して「ワンストップ・トータル・ソリューション」を提供すべく、サービス

メニューの拡充を図ります。 

② 当社の従来顧客とは異なる、HR総研の金融、証券、官公庁といった優良顧客に対し、当社グル

ープの人材サービスを展開していきます。 

③ ＨＲ総研の再就職支援サービスのノウハウとコンサルタントの人材を活用し、当社グループが

既に進めている※日本版 PEO事業の拡充を図っていきます。 

これらのシナジー効果を手始めに、両社は経営体質の強化と事業の成長、グループ企業価値の更な

る向上を目指し邁進をしてまいります。 
※『日本版 PEO』は、当社グループが持つ人材派遣、人材紹介、業務請負のノウハウをベースにした新しいビジネスモデル

dejitaru-syomei
閲覧サービス掲載済み



で、米国においては急速に普及し、雇用形態として確立している PEO（Professional Employer Organization）を日本の

現状（法規制など）に適合させた取組みです。 

 
２．当事会社の概要 

(１) 商 号 
株式会社フルキャスト 

（親会社） 

株式会社ヒューマン・リソーセス総合研究所 

（子会社） 

(２) 主 たる事 業内容 総合人材アウトソーシング業 一般派遣業、再就職支援業、人材紹介業 

(３) 設 立 年 月 平成 2年 9月 平成 10 年７月 

(４) 本 店 所 在 地 東京都渋谷区桜丘 2-6 フルキャスト BLD 東京都千代田区飯田橋 2-4-5 共立ビル９F 

(５) 代 表 者 代表取締役社長 平野 岳史 
代表取締役会長 竹内 正夫 

代表取締役社長 加藤 文夫 

(６) 資 本 金 3,464 百万円（平成 16 年 9月 30 日現在） 480 百万円（平成 16 年 3月 31 日現在） 

(７) 発 行 株 式 総 数 275,964 株（平成 16 年 9月 30 日現在） 460,000 株（平成 16 年 3月 31 日現在） 

(８) 株 主 資 本 10,067 百万円 617 百万円 

(９) 総 資 産 15,024 百万円 966 百万円 

(10) 決 算 期 9 月 30 日 3 月 31 日 

(11) 従 業 員 数 416 名 115 名 

(12) 主 要 取 引 先 日本通運㈱、ヤマト運輸㈱ほか 野村證券㈱、福岡県、富士火災海上保険ほか

(13) 大株主及び持株比率 

平野 岳史                 35.17% 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱(信託口)  4.11% 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱（信託口）  2.91% 

 

 

(平成 16 年 9 月 30 日現在) 

株式会社ジャフコ             21.73% 

竹内 正夫                  6.52% 

加藤 文夫                  6.52% 

島尾 直道                  6.52% 

自己株式                         1.52% 

（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

(14) 主 要 取 引 銀 行 ㈱UFJ 銀行、㈱横浜銀行、㈱みずほ銀行 
㈱みずほ銀行、㈱三井住友銀行、 

東京三菱銀行㈱ 

(15) 株 主 数 5,872 名 94 名 

資本関係 なし 

人間関係 なし (16) 当時会社の関係 

取引関係 なし 

 
３．日程 

    平成 16 年 12 月 27 日  取締役会決議 

    平成 17 年 1 月 27 日  HR総研株主との株式譲渡契約締結、及び株式譲渡 

 
 

 



 

４．最近３決算期間の業績 

 株式会社フルキャスト 

（親会社） 

株式会社ﾋｭｰﾏﾝ･ﾘｿｰｾｽ総合研究所 

（子会社） 

決 算 期 平成１４年

9月期 

平成 15 年

9月期 

平成 16 年

9月期 

平成 14 年 

6 月期 

平成 15 年 

3 月期 

（9 ヶ月） 

平成 16 年

3月期 

売 上 高 （ 百 万 円 ） 14,814 22,302 28,672 2,311 1,975 2,407

営 業 利 益 （ 百 万 円 ） 1,039 1,608 2,195 16 118 △359

経 常 利 益 （ 百 万 円 ） 1,149 1,783 2,241 18 126 △357

当 期 純 利 益 （ 百 万 円 ） 246 914 1,309 4 △14 △174

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 （ 円 ） 5,605.47 20,928.55 4,854.49 10.11 △31.33 △379.27

1 株 当 た り 年 間 配 当 金 （ 円 ） 2,500 5,000 2,000 ― ― ―

1 株 当 た り 株 主 資 本 （ 円 ） 162,602.32 189,510.38 36,835.35 1,752.31 1,720.98 1,341.70

（注１） 値はいずれも単体決算によります。 

（注２） HR総研は、営業年度の変更により、平成 15年 3月期が 9ヶ月（平成 14年 7月 1日～

平成 15年 3月 31日）となっております。 

 
５．取得予定株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

(１) 異動前の所有株式数      0株（所有割合 0%） 

  (２) 取 得 予 定 株 式 数   453,000株（取得価額 1,600円） 

  (３) 異動後の所有株式数   453,000株（所有割合 100％）（注３） 

（注１） 株式取得価格の算定根拠 
両社はTOKYO企業情報株式会社に、一株当たりの評価額の算定を依頼しました。そ

の算定結果を参考として、当事者間で協議した結果、上記のとおり合意いたしました。 
（注２） 第三者機関による算定結果、算定方法および算定根拠 

TOKYO企業情報株式会社は、修正純資産法、収益還元法を用いてHR総研の企業価

値の分析を行い、その結果を総合的に勘案し、一株当たりの評価額を算定しました。 
（注３）HR総研所有の自己株式（HR総研株式）7,000株は、消却手続を行う予定です。 

 
６．今後の見通し 

今後の見通しについては、平成 17年 4月 1日をみなし取得日として、同社の連結を開始する

ことに伴い、約 520百万円の連結調整勘定償却額（特別損失）の計上を見込んでおります。 

平成 17年９月期の中間期連結業績予想に変更はございません。 

通期連結業績予想につきましては、計数がまとまり次第お知らせする予定であります。 

以 上 
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